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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．平成16年９月期、平成17年３月期及び平成17年９月期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．平成17年９月期の中間純損益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準の適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

  

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 2,794,381 2,748,336 3,069,398 5,812,182 5,872,653

経常損益（千円） 430,300 199,854 365,420 993,170 635,338

中間（当期）純損益（千円） 253,334 114,354 107,735 586,820 369,612

持分法を適用した場合の投資損益
（千円） 

2,449 1,330 776 3,664 1,744

資本金（千円） 1,640,120 1,667,106 1,667,106 1,640,120 1,667,106

発行済株式総数（千株） 8,460 8,591 8,591 8,460 8,591

純資産額（千円） 7,684,784 8,016,971 8,251,697 8,011,473 8,272,230

総資産額（千円） 8,757,936 8,950,329 9,245,419 9,227,889 9,324,597

１株当たり純資産額（円） 908.37 938.65 966.15 946.98 968.53

１株当たり中間(当期)純損益金額
（円） 

29.94 13.38 12.61 69.36 43.26

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

29.89 － － 69.11 －

１株当たり中間(年間)配当額（円） － － － 15.00 15.00

自己資本比率（％） 87.75 89.57 89.25 86.82 88.71

営業活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

402,697 52,831 477,781 814,357 360,535

投資活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△225,288 10,076 31,699 △440,295 △359,272

財務活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△125,691 △107,996 △129,694 △127,004 △106,621

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（千円） 

2,128,361 2,278,613 2,598,129 2,323,701 2,218,343

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]（人） 

261 
[660] 

283
[785] 

280
[908] 

257 
[693] 

267
[797] 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び関連会社「株式会社ユーデック」）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．当中間会計期間において、臨時雇用者数が111名増加しておりますのは、業務拡張に伴う採用等によるものであります。

３．(その他)には、メディア開発、こどもカレッジ、レゴ・エデュケーション・センター、サイエンス・ラボを含んでおり

ます。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成17年９月30日現在

事業部門別 従業員数（人）

小・中学部 

（高校受験指導部門） 
開進館 

54［123］ 

（中学受験指導部門） 
進学館 

49［ 55］ 

（大学受験指導部門） 
研伸館中学生課程 

25［ 20］ 

高校部 
（大学受験指導部門） 
研伸館高校生課程 

81［106］ 

その他 

（英会話部門） 
アナップ 

5［ 19］ 

（個別受験指導部門） 
個別館 

38［563］ 

（その他） 4［ 10］ 

（管理） 24［ 12］ 

合計 280［908］ 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間における日本経済は、内外需のバランスが比較的良くとれたかたちで回復を続けており、個人消費について

も、雇用と賃金の改善を反映して雇用者所得が緩やかな増加を続けており、そのもとで底堅く推移しています。 

当業界におきましては、雇用者所得の増加が未だ教育費の増大には繋がっていないという認識のもと、一方で多様化する消費

者のニーズを捉えた的確なサービスを提供し、顧客満足度の上昇を経営課題として各企業とも努力を続けております。 

このような情勢のもと当社は、9月よりＪＲ三田駅前再開発計画によって建設された都市型商業ビル(キッピーモール)内に開進

館三田駅前校の移設(開進館三田校と改称)、研伸館三田校の第二校舎の併設を行い、10月には同所に個別館三田校を新規開設

し、小・中・高校生の一貫指導のみならず個別指導にも対応できる教育環境を提供しました。また、当中間会計期間においては、

例年開講しております夏期講習会において、受講者数が前年と比較して2,180名増の17,746名と過去最高となりました。また、今

年度(平成17年4月)より開設いたしました幼児を対象とした「こどもカレッジ」と「レゴ・エデュケーション・センター」は、そ

の教育サービスが地域の支持を得て、当中間会計期間末の生徒数は当第一四半期末と比べて、59.6％増の174名(2校舎計)となり

ました。 

これらの結果、当中間会計期間末の生徒数は、前年同日比2,090名増となり、過去最高値の16,790名(前年同日比14.2％増)と

なりました。また、当中間会計期間における業績は、売上高で3,069百万円(前年同期比11.7％増)となり、営業損益は341百万円

(前年同期比93.9％増)、経常損益は365百万円(前年同期比82.8％増)となりましたが、当期より適用いたしました減損会計の影響

で中間純損益は107百万円(前年同期比5.8％減)となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末のキャッシュ・フローについては、営業活動により477百万円増加し、投資活動により31百万円増加し、財

務活動により129百万円減少し、この結果、現金及び現金同等物は379百万円増加となり、中間期間残高は2,598百万円(前年同期

比14.0％増)となりました。 

当中間会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減の要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間における営業活動の結果得られた資金は477百万円(前年同期は52百万円の獲得)であり、前中間会計期間に比

べ424百万円の増加となりました。これは主に、生徒数増加による営業収入が354百万円増加したことと、確定納付法人税の減少

により法人税等の支払額が178百万円減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間における投資活動の結果得られた資金は31百万円(前年同期は10百万円の獲得)であり、前中間会計期間に比べ

21百万円の増加となりました。これは主に、有形固定資産の取得費用が210百万円増加したものの、定期預金の払戻による収入が

151百万円の増加、定期預金の預入支出が99百万円減少したことを反映したものであります。 



（財務活動によるキャッシュ・フロー）
 

当中間会計期間における財務活動の結果使用した資金は129百万円であり、前中間会計期間に比べ支出が21百万円増加(前年同

期比20.1％増)となりました。これは主に、自己株式の取得に使用した支出が35百万円減少したものの、前中間会計期間において

得られた新株予約権の行使に伴う増資による53百万円の収入が、当中間会計期間では発生しなかったことを反映したものであり

ます。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社は、生徒に対して授業を行うことを主たる業務としておりますので、生産能力として表示すべき適当な指標はありませ

ん。従いまして、生産実績、受注状況については、該当事項はありません。なお、生産能力として、売上高及び事業規模と比較

的関連性の強いと認められる校舎数・教室数及び収容能力（座席数）を事業の部門別に記載いたします。 

  

(1）校舎数・教室数及び収容能力 

（注）１．当中間会計期間におきましては、校舎数・教室数及び収容能力（座席数）に著しい変動はありません。 

２．前中間会計期間まで(大学受験指導部門)研伸館中学生課程に含めておりましたラポルテ芦屋校を、当中間会計期間より研

伸館高校生課程と区分して表示することといたしました。 

３．（その他）には、こどもカレッジ、レゴ・エデュケーション・センター及び前中間会計期間まで(中学受験指導部門)進学

館に含めておりましたサイエンス・ラボを含んでおります。 

事業部門別・項目 
前中間会計期間末
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

小・中学部 

（高校受験指導部門）
開進館 

校舎数 20 19 

教室数 92 92 

収容能力（座席数） 2,029 1,988 

（中学受験指導部門）
進学館 

校舎数 7 8 

教室数 40 40 

収容能力（座席数） 1,236 1,282 

（大学受験指導部門）
研伸館中学生課程 

校舎数 5 5 

教室数 21 21 

収容能力（座席数） 571 610 

高校部 
（大学受験指導部門）
研伸館高校生課程 

校舎数 6 7 

教室数 58 60 

収容能力（座席数） 4,064 4,067 

その他 

（英会話部門） 
アナップ 

校舎数 3 3 

教室数 15 17 

収容能力（座席数） 95 96 

（個別受験指導部門）
個別館 

校舎数 27 30 

教室数 34 42 

収容能力（座席数） 650 764 

（その他） 

校舎数 － 7 

教室数 － 10 

収容能力（座席数） － 118 

合計 

校舎数 68 79 

教室数 260 282 

収容能力（座席数） 8,645 8,925 



(2）販売実績 

① 販売方法 

 主に募集要項に基づき、直接生徒を募集しております。 

  

② 販売実績 

 販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．生徒数は、月平均の在籍人数（講習会外部生を除く）を記載しております。 

２．(その他)の売上高は、こどもカレッジ、レゴ・エデュケーション・センター、サイエンス・ラボ、情報処理技術支

援、ソフトウェアの製作販売及びノウハウの販売等によるものであります。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

③ 主要顧客別売上状況 

 売上高の10％以上を占める主要顧客はありませんので、記載は省略しております。 

  

事業部門別 

前中間会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

生徒数（人） 売上高（千円） 生徒数（人） 売上高（千円）

小・中学部 

（高校受験指導部門） 
開進館 3,865 667,121 4,046 

 
672,174 

（中学受験指導部門） 
進学館 1,502 361,460 1,761 

 
410,972 

（大学受験指導部門） 
研伸館中学生課程 1,036 176,017 1,051 

 
190,044 

高校部 
（大学受験指導部門） 
研伸館高校生課程 4,082 1,012,896 4,430 

 
1,084,887 

その他 

（英会話部門）
アナップ 530 37,802 535 

 
41,497 

（個別受験指導部門） 
個別館 

2,327 
  

486,528 
  

2,837 
  

 
614,590 

  

（その他） － 6,509 361 55,232

合計 13,342 2,748,336 15,021 3,069,398



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 特記事項はありません。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備の重要な異動は、次のとおりであります。 

取得 

（注）１ （高校受験指導部門）開進館三田駅前校の移設(移設により平成17年９月より開進館三田校に改称)、（大学受験指導部

門）研伸館三田校の教室増設による設備の取得であります。 

２ （高校受験指導部門）開進館逆瀬川校、（個別受験指導部門）個別館逆瀬川校及び（英会話部門）アナップ逆瀬川校の

移転用新校舎建設に備える土地の取得であります。 

３ （高校受験指導部門）開進館苦楽園校、（中学受験指導部門）進学館苦楽園校及び（個別受験指導部門）個別館苦楽園

校の改修による設備の取得であります。 

４ 前会計期間中に、新規開校に備えて取得した土地に付属する建物の解体費用であります。 

５ （その他）レゴ・エデュケーション・センターＡＣＴＡ西宮校の改修による設備の取得であります。 

６ （ ）内は、臨時従業員数を表しております。 

７ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 所在地 
設備の 
内容 

帳簿価額（千円）   (注)７ (注)６ 

建物（附
属設備を
含む） 

器具及
び備品 

土地
（面積㎡） 

合計 
従業員数
(人) 

(注)１ 

（高校受験指導部門） 

開進館 

（大学受験指導部門） 

研伸館 

兵庫県 

三田市 
教室 38,469 3,755 － 42,224 

2 

(15) 

(注)２ 

（高校受験指導部門） 

開進館 

（個別受験指導部門） 

個別館 

（英会話部門） 

アナップ 

兵庫県 

宝塚市 
土地 － － 

37,252 

(125.68) 
37,252 － 

(注)３ 

（高校受験指導部門） 

開進館 

（中学受験指導部門） 

進学館 

（個別受験指導部門） 

個別館 

兵庫県 

西宮市 
教室 23,809 1,325 － 25,135 

5 

(18) 

(注)４ 

－ 

神戸市 

東灘区 
土地 － － 

25,000 

（－） 
25,000 － 

(注)５ 

（その他） 

レゴ・エデュケーション・

センター 

兵庫県 

西宮市 
教室 12,898 1,258 － 14,157 

2 

(2) 



２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は以下の通りです。 

（注）１ 完成後の増加能力については、記載が困難なため省略しております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 所在地 設備の内容

(注)２ 
投資予定金額 

資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
(注)１ 
完成後の 
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

本社 
兵庫県 

西宮市 

基幹システム 

（汎用機・ 

ソフトウェア） 

104,080 0 自己資金 
平成17年 

９月 

平成17年 

12月 
－ 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 27,000,000 

計 27,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成17年11月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 8,591,000 同左
東京証券取引所
市場第二部 

権利内容に何
ら限定のない
当社における
標準となる株
式 

計 8,591,000 同左 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成16年６月24日定時株主総会決議） 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個） 412（新株予約権１個につき500株） 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 206,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 823 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日
至 平成21年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） 

発行価格  823
資本組入額 412 

同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者（以

下、「新株予約権者」とする。）に

ついて、法律や社内諸規則等の違

反、社会や会社に対する背信行為等

があった場合には、権利は即時に喪

失するものとし、以後、当該対象者

の新株予約権の行使を認めない。 

② 新株予約権者は、権利行使時におい

ても、当社取締役、従業員であるこ

とを要する。 

③ 新株予約権の相続に関しては、取締

役会で決議された場合にかぎり相続

できるものとする。 

④ その他の権利行使者の条件は、定時

株主総会決議及び新株予約権発行の

取締役会決議に基づき、当社と新株

予約権者の間で締結した新株予約権

契約に定めるところとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。 同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月1日～ 
平成17年９月30日 

－ 8,591,000 － 1,667,106 － 1,946,100



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社マルユ 兵庫県芦屋市東山町５－７ 1,700 19.79 

木下 雅勝 兵庫県芦屋市東山町５－７ 1,260 14.67 

ビービーエイチフォーフィデ
リティーロープライスストッ
クファンド 
常任代理人 株式会社東京三
菱銀行 

アメリカ合衆国マサチューセッツ州ボスト
ン市ウォーターストリート40 
  
東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 
カストディ業務部 

550 6.40 

北嶋 勇志 兵庫県宝塚市逆瀬台３丁目６－14 540 6.29 

株式会社ベネッセコーポレー
ション 

岡山県岡山市南方３丁目７－17 400 4.66 

ロイヤルトラストコープオブ
カナダクライアントアカウン
ト 
常任代理人 スタンダードチ
ャータード銀行 

イギリスロンドン市クイーンビクトリアス
トリート71 
  
東京都千代田区永田町２丁目11番１号 
山王パークタワー21階 

305 3.56 

アップ従業員持株会 兵庫県西宮市高松町15－41 236 2.75 

竹田 和平 名古屋市天白区表山２－209 200 2.33 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21－24 150 1.75 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６
日本生命証券管理部内 

110 1.28 

計 － 5,451 63.46 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  50,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,540,000 17,080
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

単元未満株式 1,000 － － 

発行済株式総数 8,591,000 － － 

総株主の議決権 － 17,080 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部によるものであります。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

     平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アップ 
兵庫県西宮市高松町

15-41 
50,000 － 50,000 0.58 

計 － 50,000 － 50,000 0.58 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 735 710 740 740 730 770 

最低（円） 675 680 680 705 681 710 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の

中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、東京北斗監査法人による中間監査を受けて

おります。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   2,590,639  2,810,706 2,681,052  

２．売掛金   19,528  23,973 178,034  

３．たな卸資産   39,775  40,356 48,637  

４．繰延税金資産   22,691  31,127 27,945  

５．その他   108,260  113,044 82,067  

貸倒引当金   △1,400  △1,300 △3,400  

流動資産合計    2,779,497 31.1 3,017,908 32.6  3,014,337 32.3

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物 ※２ 1,600,286  1,579,670 1,622,846  

(2）土地 ※２ 2,864,373  2,934,623 2,991,219  

(3）その他   85,217  89,388 94,831  

有形固定資産合計   4,549,877  4,603,682 4,708,898  

２．無形固定資産   84,989  27,502 47,127  

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   7,686  7,686 7,686  

(2）関係会社株式   25,500  25,500 25,500  

(3）繰延税金資産   166,356  216,276 149,161  

(4）差入保証金   1,250,119  1,254,543 1,282,843  

(5）その他   86,303  92,320 89,044  

貸倒引当金   －  － －  

投資その他の資産
合計 

  1,535,965  1,596,325 1,554,234  

固定資産合計    6,170,832 68.9 6,227,510 67.4  6,310,259 67.7

資産合計    8,950,329 100.0 9,245,419 100.0  9,324,597 100.0

              



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   31,475  40,368 74,348  

２．未払法人税等   84,000  181,965 46,091  

３．未払消費税等   20,826  32,657 18,480  

４．賞与引当金   33,489  33,844 32,362  

５．その他   326,196  359,608 520,687  

流動負債合計    495,987 5.5 648,444 7.0  691,969 7.4

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金   72,028  2,380 20,737  

２．役員退職慰労引当
金 

  300,260  312,380 307,020  

３．その他   65,081  30,516 32,640  

固定負債合計    437,369 4.9 345,277 3.7  360,397 3.9

負債合計    933,357 10.4 993,721 10.7  1,052,367 11.3

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,667,106 18.6 1,667,106 18.0  1,667,106 17.9

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   1,946,100  1,946,100 1,946,100  

資本剰余金合計    1,946,100 21.8 1,946,100 21.1  1,946,100 20.9

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   230,000  230,000 230,000  

２．任意積立金   3,757,500  4,007,500 3,757,500  

３．中間（当期）未処
分利益 

  452,193  437,073 707,452  

利益剰余金合計    4,439,693 49.6 4,674,573 50.6  4,694,952 50.3

Ⅳ 自己株式    △35,928 △0.4 △36,081 △0.4  △35,928 △0.4

資本合計    8,016,971 89.6 8,251,697 89.3  8,272,230 88.7

負債及び資本合計    8,950,329 100.0 9,245,419 100.0  9,324,597 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    2,748,336 100.0 3,069,398 100.0  5,872,653 100.0

Ⅱ 売上原価    2,087,240 75.9 2,249,751 73.3  4,260,052 72.5

売上総利益    661,095 24.1 819,647 26.7  1,612,600 27.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   484,704 17.7 477,648 15.6  1,022,386 17.4

営業利益    176,391 6.4 341,998 11.1  590,214 10.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  26,205 1.0 25,569 0.8  50,344 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２  2,742 0.1 2,147 0.0  5,221 0.1

経常利益    199,854 7.3 365,420 11.9  635,338 10.8

Ⅵ 特別利益 ※３  1,667 0.1 41,604 1.3  2,982 0.1

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※６ 

 2,231 0.1 209,409 6.8  17,154 0.3

税引前中間(当期)
純利益 

   199,290 7.3 197,615 6.4  621,166 10.6

法人税、住民税及
び事業税 

  56,909  160,176 211,585  

法人税等調整額   28,026 84,936 3.1 △70,297 89,879 2.9 39,968 251,554 4.3

中間(当期)純利益    114,354 4.2 107,735 3.5  369,612 6.3

前期繰越利益    337,839 329,337  337,839 

中間(当期)未処分
利益 

   452,193 437,073  707,452 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

営業収入   3,022,248 3,376,667 6,148,455 

原材料又は商品の仕
入れによる支出 

  △91,720 △91,873 △116,535 

人件費の支出   △1,369,824 △1,422,957 △2,720,672 

その他の営業支出   △1,327,161 △1,416,401 △2,605,294 

小計   233,543 445,433 705,953 

利息及び配当金の受
取額 

  2,831 3,310 6,020 

その他の受取額   22,218 60,052 50,482 

その他の支払額   △2,851 △6,712 △6,426 

法人税等の支払額   △202,909 △24,301 △395,494 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  52,831 477,781 360,535 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △312,026 △212,576 △462,709 

定期預金の払戻によ
る収入 

  310,778 462,709 310,778 

有形固定資産の取得
による支出 

  △31,041 △241,681 △208,204 

有形固定資産の売却
による収入 

  － － － 

無形固定資産の取得
による支出 

  － △2,045 － 

無形固定資産の売却
による収入 

  － － － 

投資有価証券の取得
による支出 

  － － － 

投資有価証券の売却
による収入 

  31,000 － 31,000 

関係会社株式の取得
による支出 

  － － － 

関係会社株式の売却
による収入 

  － － － 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

保証金の差入による
支出 

  － △11,700 － 

保証金の返還による
収入 

  － 40,000 － 

貸付けによる支出   △1,870 － △1,870 

貸付金の回収による
収入 

  4,020 490 4,770 

投資その他の資産の
取得による支出 

  △7,891 △3,496 △74,430 

投資その他の資産の
売却による収入 

  17,107 － 41,393 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  10,076 31,699 △359,272 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

株式の発行による収
入 

  53,972 － 53,546 

自己株式の取得によ
る支出 

  △35,928 △153 △35,928 

配当金の支払額   △126,548 △127,417 △126,789 

固定負債その他の増
減額(減少：△) 

  507 △2,123 2,548 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △107,996 △129,694 △106,621 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額(減少：△) 

  △45,088 379,786 △105,358 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,323,701 2,218,343 2,323,701 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  2,278,613 2,598,129 2,218,343 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  当中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

同左 当期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  教材 教材 教材 

  先入先出法による原価法 同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

  先入先出法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 建物（附属設備を除く）は定

額法、建物以外については、定

率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

同左  建物（附属設備を除く）は定

額法、建物以外については、定

率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物及び構築物 ２～５０年 

車両運搬具及び器具及び備品 

        ３～２０年 

建物      ２～５０年 

その他（器具及び備品） 

        ３～２０年 

建物及び構築物 ２～５０年 

車両運搬具及び器具及び備品 

        ３～２０年 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

同左 同左 

３．繰延資産の処理方法 ―――――― ―――――― 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   一般債権については、貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

同左 同左 



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

同左 

  

  

  

  

  

(追加情報) 

 当中間会計期間より「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正」(企業会計基準第3号 平成

17年3月16日)及び「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正に

関する適用指針」(企業会計基

準適用指針第7号 平成17年3月

16日)を適用しております。な

お、この変更による影響はあり

ません 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 なお、数理計算上の差異(△

33,619千円)については、発生

年度において一括して費用処理

しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職金規程に基

づく中間期末要支給額の100％

相当額を計上しております。 

同左  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職金規程に基

づく当期末要支給額の100％相

当額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

同左 同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

―――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第6号)を適用しております。これ

に伴い、当期首における減損処理による

「減損損失」182,247千円の特別損失への

計上と、これに伴う当中間会計期間の減

価償却費の減少774千円により、売上総利

益、営業利益及び経常利益が、774千円増

加し、税引前中間純利益が181,472千円少

なく計上されております。なお、減損損

失累計額については、改正後の中間財務

諸表等規則に基づき各資産の金額から直

接控除しております。 

  

―――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１有形固定資産の減価償却累計額 ※１有形固定資産の減価償却累計額 ※１有形固定資産の減価償却累計額 

1,498,026千円 1,636,101千円 1,567,541千円 

※２担保に供している資産及び対応債務 ※２担保に供している資産及び対応債務 ※２担保に供している資産及び対応債務 
  
担保に供している資産  

建物 407,838千円

土地 1,697,817千円

合計 2,105,656千円

  
担保に供している資産  

建物 414,800千円

土地 1,697,817千円

合計 2,112,617千円

担保に供している資産  

建物 399,871千円

土地 1,697,817千円

合計 2,097,689千円

  
対応債務  

一年以内返済予定の長期

借入金 

－千円

長期借入金 －千円

合計 －千円

  
対応債務  

一年以内返済予定の長期

借入金 

－千円

長期借入金 －千円

合計 －千円

対応債務  

一年以内返済予定の長期

借入金 

－千円

長期借入金 －千円

合計 －千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
  
受取利息 3,027千円

受取賃料 16,814千円

  
受取利息 3,189千円

受取賃料 17,468千円

受取利息 6,201千円

受取賃料 33,932千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
  
賃貸管理支出 1,826千円

  
賃貸管理支出 1,826千円 賃貸管理支出 3,653千円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 
  

  
貸倒引当金戻入益 1,667千円

  
貸倒引当金戻入益 1,604千円

契約解除金 20,000千円

契約解除和解金 20,000千円

  
ソフトウェア売却益 2,982千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 
  

  

建物（附属設備を含
む）除却損 

2,110千円

器具及び備品除却損 120千円

  
建物（附属設備を含
む）除却損 

2,218千円

器具及び備品除却損 306千円

ソフトウェア除却損 20,388千円

校舎整理損 4,249千円

減損損失 182,247千円

  

建物（附属設備を含
む）除却損 

2,309千円

器具及び備品除却損 120千円

校舎整理損 14,724千円

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 
  
有形固定資産 76,977千円

無形固定資産 5,729千円

  
有形固定資産 78,518千円

無形固定資産 1,184千円

有形固定資産 157,395千円

無形固定資産 7,573千円



  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

  ※６．減損損失   

  

―――――― 

  

 当中間会計期間において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上しま

した。 

＜減損損失の認識に至った経緯＞ 

 市場価格の著しい下落等により回収可能

額が帳簿価格を下回ることとなったため、

減損損失を認識いたしました。 

＜減損損失の金額及び主な固定資産の種類

ごとの内訳＞ 

 特別損失に計上した減損損失182,247千

円の内訳は、建物63,398千円及び土地

118,848千円であります。 

＜資産をグルーピングした方法＞ 

 当社は、各営業拠点を、営業テリトリー

が重複する等キャッシュ・フローの生成に

相互補完関係の認められる拠点ごとに区分

した各単位を一の資産グループとしており

ます。 

＜回収可能額の算定方法＞ 

 回収可能額は正味売却価格により算定し

ております。正味売却価格は建物及び土地

については固定資産税評価額を基礎として

おります。 

場所 用途 種類 その他 

兵庫県 

西宮市 

事業所 建物及び

土地 
－ 

  

―――――― 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲載されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲載されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲載されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 2,590,639千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△312,026千円

現金及び現金同等物 2,278,613千円

  
現金及び預金勘定 2,810,706千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△212,576千円

現金及び現金同等物 2,598,129千円

現金及び預金勘定 2,681,052千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△462,709千円

現金及び現金同等物 2,218,343千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他 
（車両運搬
具） 

55,488 30,221 25,266

合計 55,488 30,221 25,266

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他 
（車両運搬
具） 

48,658 36,277 12,380

合計 48,658 36,277 12,380
  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

車両運搬具 55,488 35,227 20,260

合計 55,488 35,227 20,260

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 10,016千円

１年超 15,249千円

合計 25,266千円

  
１年内 9,295千円

１年超 5,954千円

合計 15,249千円

１年内 9,491千円

１年超 10,769千円

合計 20,260千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

  
支払リース料 5,110千円

減価償却費相当額 5,110千円

  
支払リース料 4,480千円

減価償却費相当額 4,865千円

支払リース料 10,116千円

減価償却費相当額 10,116千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 

  

同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん 

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前事業年度末（平成17年３月31日） 

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

関連会社株式 25,500 

(2）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,686 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

関連会社株式 25,500 

(2）その他有価証券 

非上場株式 7,686 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

関連会社株式 25,500 

(2）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,686 



（デリバティブ取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く

利用しておりませんので、該当事項

はありません。 

同左 同左 



（持分法損益等） 

  

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

関連会社に対する投資の
金額 

25,500千円 25,500千円 25,500千円 

持分法を適用した場合の
投資の金額 

27,868千円 29,581千円 28,281千円 

持分法を適用した場合の
投資損益の金額 

1,330千円 776千円 1,744千円 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 938円65銭

１株当たり中間純損益
金額 

13円38銭

  

同左 

１株当たり純資産額 966円15銭

１株当たり中間純損益
金額 

12円61銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 968円53銭

１株当たり当期純損益
金額 

43円26銭

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純損益金額     

中間（当期）純損益（千円） 114,354 107,735 369,612 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損益
（千円） 

114,354 107,735 369,612 

期中平均株式数（株） 8,548,417 8,540,812 8,544,708 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益金額 

   

中間（当期）純損益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － － － 

（うち新株予約権（株）） － － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成16年６月24日定時

株主総会決議によるス

トックオプションの実

施を目的とした第１回

新株予約権（新株予約

権の数415個） 

新株予約権 

 新株の種類及び数 

当社普通株式 

207,500株 

 発行価格 

１株につき 823円 

 発行価額の総額 

170,772,500円 

 新株予約権の行使期

間 

平成18年7月 1日 

から 

平成21年6月30日 

まで 

  

同左 



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第28期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日近畿財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年11月22日   

株式会社アップ       

  取締役会 御中   

  東京北斗監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 澤田 眞史  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 阪田 眞二  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アップの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第28期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社アップの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年11月29日   

株式会社 アップ       

  取締役会 御中   

  東京北斗監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 澤田 眞史  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 德丸 公義  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アップの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第29期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社アップの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 「中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 
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